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１．はじめに
　国や地域の経済成長を高めると同時にエネルギー効率の改善により温室効果ガス排出量を抑制して
いくことは，環境制約に直面する日本経済において重要な政策課題である。日本政府は温室効果ガス
を削減させるために，グリーン・イノベーションや再生可能エネルギーの拡大といった各種の政策を
導入することを検討してきた。昨今取りざたされている気候変動問題は，個別の要素技術で対応でき
る範囲を超過している。新たな制度設計や制度の変更，新たな規制や規制緩和などの政策を導入する
ことによって，政府は低炭素社会づくりを推進するとともに，環境技術・製品の普及拡大を後押しし
なければならない。
　日本の最終エネルギー消費の大半を占める産業部門，特に製造業は，1970年代に二度にわたって経
験した石油危機以降，厳しい環境規制下において省エネルギーを実現してきた。日本の製造業は，地
域経済を持続的に成長させる原動力となる重要な産業である。しかしながら，温室効果ガス排出量の
削減という新たな環境制約のもと，地域経済の持続的成長を実現していくためには生産性を向上させ
ると同時に，より一層の省エネルギーを実現していくことが求められている。つまり，製造業におけ
る生産性の向上とエネルギー効率の改善をどう両立させるか，その源泉となる要素を明らかにするこ
とは，今後の地域経済の発展政策を考える上で重要な研究テーマの一つである。
　産業集積が地域経済・産業の生産性を向上させる役割を果たすことはよく知られている。産業が集
積することに伴う経済的な便益は，古くから「集積の経済」として論じられてきた（Marshall 1890）。
このマーシャルが唱えた集積の経済とは，同一産業が空間的に集積することによって得られる費用節
減と生産性の向上を意味する。集積の経済が産業の生産性を向上させ，国際競争力を高める役割を果
たすことはこれまで多くの実証研究で明らかにされてきた（Eberts and McMillen 1999，Rothenthal and 
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Strage 2004等）。最近では，産業集積が産業の生産効率性の改善を通じて全要素生産性（TFP：Total 
Factor Productivity）を大きく向上させる要因になることも明らかにされている（Otsuka et al. 2010, 
Otsuka and Goto 2015a）。しかしながら，これまでの研究では，産業集積が生産性の向上に与える経済
効果に多くの焦点が当てられ，それがエネルギー効率を改善させる要因になり得るかどうかについて
は理論的にも実証的にもほとんど言及されてはこなかった。
　温室効果ガス排出量の削減義務のような厳しい環境制約（環境規制）が課せられた企業は，国際競
争力を維持するために研究開発投資を行い，生産性を高めようとすることが予想される。もし，企業
が空間的に集積しているならば，個別企業が生み出した技術知識は他の企業にフェイス・トゥ・フェ
イスのコミュニケーションや知的労働者の企業間移動を通じて容易にスピルオーバーする。つまり，
集積の経済は，技術知識の創造とそのスピルオーバーによって産業全体の生産性を向上させる役割
を果たす（Fujita and Thisse 2002）。一方で，環境制約下におけるこれらのイノベーションは，エネル
ギー効率的な生産システムの構築に結びつくことが知られている。Porter and van der Linde （1995） は，
適切な環境規制下での生産工程全体の改善への取り組みは，エネルギー利用を相対的に低下させ，結
果として生産性の向上に結びつくことを指摘している１。同時に，Boyd and Pang （2000） やOtsuka et al. 
（2014） は，生産性の向上そのものがエネルギー効率の改善を実現することも実証的に明らかにして
いる。つまり，これらの研究ではエネルギー効率が生産性改善の道しるべ（guidepost）としての役割
を果たしていることが示されている。こうした先行研究を踏まえると，環境制約下において産業集積
によって実現する生産性の向上は，エネルギー効率の改善と両立することが予想される。
　実際，人口や企業の集積がエネルギー効率を高めることは，最近になって家庭部門や業務部門を中
心に明らかになりつつある（Newman and Kenworthy 1989, Mindali et al. 2004, Bento and Cropper 2005, 
戒能 2006, Brownstine and Golob 2009, Karathodorou et al. 2010, Su 2011, Morikawa 2012. etc.）。しかし，
日本のエネルギー消費量の大きな割合を占める産業部門，特に地域経済成長を牽引する製造業におい
て産業集積がエネルギー効率の改善にどのような影響を与えたのか，製造業で加速した省エネルギー
に対して産業集積がどの程度寄与したのかについてはOtsuka et al. （2014） を除き，ほとんど明らかに
されていない。この影響を明らかにすることは，日本のエネルギー・環境政策の評価およびその今後
のあり方を考えていく上で重要である。
　そのため，本稿はまず，１）日本の都道府県における製造業の最終エネルギー消費の動向を分析す
ると共に，生産性の向上とエネルギー効率の改善が両立するのかを明らかにする。その上で，2）生
産性向上の原動力である産業集積がエネルギー効率に直接的にどのような影響を与えたのかを定量的
に明らかにする。
　以下では，まず第2節において，日本の製造業の最終エネルギー消費の動向を観察すると共に都道
府県における製造業の最終エネルギー消費およびそのエネルギー効率の実態を把握する。次に第３節
にて，エネルギー効率と生産性との間の因果関係について計量経済分析を行う。第４節では，エネル
ギー効率の代理変数であるenergy intensityの決定要因を述べ，energy intensityの決定要因に関する実証
分析を行う。最後に第５節にて，結論と政策的示唆を述べる。
１　この考え方は，「ポーター仮説」として広く認知されている。
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2．現状分析
２．１　製造業の最終エネルギー消費の動向
　まず，日本の製造業の最終エネルギー消費の動向を把握する。表１は，日本の部門別最終エネルギー
消費の動向を示したものである。2009年の実績値では，産業部門の最終エネルギー消費は6,325,081
（TJ）で全体の51.8％を占める。このうち製造業は5,860,105（TJ）と全体の48％であり，最終エネル
ギー消費の大半は製造業によって占められていることが分かる。製造業のうち，化学・化繊・紙パ
部門は2,642,987（TJ）で全体の21.65％と最も大きく，次いで鉄鋼・非鉄・窯業土石部門が1,870,421
（TJ）と全体の15.32％を占める。この素材型産業に該当する二部門だけで，日本の最終エネルギー消
費全体の約４割を占める。一方，機械部門は189,463（TJ）と製造業の他部門と比較して極めて小さく，
最終エネルギー消費全体に占める割合は2％程度しかない。
　1990年から2009年における最終エネルギー消費の変化を見ると，製造業は-10％ポイント程度，シェ
アを低下させた。部門別では鉄鋼・非鉄・窯業土石部門のシェアの低下が-8.58％ポイントと大きい。
一方，化学・化繊・紙パ部門と機械部門のシェアは観測期間を通じてあまり変化していない。製造業
の変化率は-12.34％で負であり，最終エネルギー消費は減少した。ただし，その変化率は部門間で異
なる動きをしている。鉄鋼・非鉄・窯業土石部門の変化率が-31.90％，機械部門が-28.61％と大きく
低下する一方，化学・化繊・紙パ部門は8.98％と正であり，最終エネルギー消費は増加した。そのた
め，最終エネルギー消費全体の変化に対する寄与度を計算すると，製造業は-7.18％の寄与度で最終
エネルギー消費全体の減少に大きく影響する一方，化学・化繊・紙パ部門の寄与度は1.90％と正であ
り，最終エネルギー消費を増加させた。このように，製造業の最終エネルギー消費は観測期間を通じ
て減少し，最終エネルギー消費全体を大きく減少させるように働いてきた。それは主として鉄鋼・非
鉄・窯業土石部門の減少が大きかった。しかしながら，化学・化繊・紙パ部門の最終エネルギー消費
表１　部門別最終エネルギー消費の動向
実績値
（TJ，2009年）
シェア
（％，2009年）
シェアの変化
（％ポイント，
1990－2009年）
変化率
（％，1990－2009年）
寄与度
（％，1990－2009年）
最終エネルギー消費 12,209,616 100.00 - 6.24 -
　産業部門 6,325,081 51.80 -11.79 -13.46 -8.56
　　非製造業 464,976 3.81 -1.62 -25.45 -1.38
　　製造業計 5,860,105 48.00 -10.17 -12.34 -7.18
　　　化学・化繊・紙パ 2,642,987 21.65 0.55 8.98 1.90
　　　鉄鋼・非鉄・窯業土石 1,870,421 15.32 -8.58 -31.90 -7.62
　　　機械 189,463 1.55 -0.76 -28.61 -0.66
　民生部門 4,690,528 38.42 8.30 35.52 10.70
　　家　庭 2,000,925 16.39 2.47 25.06 3.49
　　業務他 2,689,603 22.03 5.83 44.51 7.21
　運輸部門 1,194,008 9.78 3.49 65.22 4.10
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省）
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は増加し，最終エネルギー消費全体を増加させる影響を与えた。
　次に，日本の都道府県における製造業の最終エネルギー消費の実態を把握する。図１は，2009年時
点における都道府県別製造業の最終エネルギー消費の対全国シェアと最終エネルギー消費の変化率を
示したものである。対全国シェアを見ると，製造業で最もシェアの高い地域は千葉県であり14.99％
を占めている。次いで，神奈川県の8.52％，岡山県の7.61％，山口県の5.99％と続いている。千葉県
や岡山県，山口県，大分県は石油・化学コンビナートを有しており，その影響で最終エネルギー消
費が大きい傾向にあると思われる。一方，最終エネルギー消費の変化率は対全国シェアの大きさと
は連動しない。変化率が最も大きい都道府県は鳥取県の38.55％であり，次いで，長崎県で27.23％と
なっている。最終エネルギー消費の変化率は大半の都道府県で負であり，特に，東京都の変化率が 
－69.80％と顕著に小さい。なお，全国の製造業の最終エネルギー消費の変化に対する都道府県別寄
与度を計算すると，大半の都道府県において負であることが確認できる。大阪府の寄与度が－1.66％
と最も大きく，福岡県が-1.54％，愛知県が-1.41％，東京都が-1.20％と大都市を有する都道府県で減
少傾向が強い。つまり，日本の製造業の最終エネルギー消費の減少は大都市を中心とした地域によっ
てもたらされた。逆に，最終エネルギー消費の増加に寄与した都道府県は，山口県が最大で1.07％，
茨城県が0.60％とごくわずかであり，変化率が最も大きかった鳥取県の寄与度は0.07％と極めて小さ
かった。
　このように，日本の製造業における最終エネルギー消費を都道府県別で見ると，最終エネルギー消
費の減少に大きく影響したのは大都市地域であることが分かる。同時に，中部地域や関西地域，中国
地域（山口県を除く），九州の大分県といった製造業が集中立地している都道府県も製造業全体の最
終エネルギー消費の減少に大きく影響したと判断される。
図１　製造業の最終エネルギー消費の動向
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省）
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２．２　製造業の最終エネルギー消費の要因分解
　日本の製造業の最終エネルギー消費の傾向を都道府県別で把握した上で，このような最終エネル
ギー消費の変化をもたらした要因を見ていきたい。最終エネルギー消費は次のように展開できる。
　最終エネルギー消費　＝　エネルギー効率　×　生産額
ここでのエネルギー効率（Energy Efﬁciency：EE）とは，生産額に対する最終エネルギー消費の比率
である2。これにより，最終エネルギー消費の変化は，エネルギー効率の変化と経済成長に分解可能
である。つまり，
　Δ最終エネルギー消費　＝　Δエネルギー効率　＋　Δ経済成長
である。ここにΔは変化率であり，対数の差分近似を表す。図2は各都道府県の製造業における最終
エネルギー消費の変化率をこの分解式に従って要因分解した結果を示したものである。ほとんど全て
の都道府県でエネルギー効率の上昇（エネルギー効率値の低下）が，最終エネルギー消費を抑えてい
ることが分かる。その大きさは東京都が最大であり，地方では宮崎県や青森県で大きい。観測期間を
通じて，ほぼ全ての地域で製造業の経済成長は高まったが，その上昇よりもむしろエネルギー効率の
改善の程度が上回り，結果として最終エネルギー消費全体が減少したことが窺われる。これは，地域
経済の持続的成長のためには，製造業の経済成長が必要不可欠であるが，エネルギー効率を改善させ
ることによって，最終エネルギー消費の増加を抑えることが可能であることを示唆している。つまり，
2　“Energy Intensity”もしくは「エネルギー消費原単位」と呼ばれることが多い。
図２　製造業の最終エネルギー消費の要因分解
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省）
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地域経済成長とエネルギー効率の改善をどう両立させるか，それを考えることが日本のエネルギー・
環境政策において重要であると考えられる。
　そこで，各都道府県におけるエネルギー効率の水準を把握する前に，日本の部門別エネルギー効率
の水準と変化率を計算した。図３は，全国平均値で計算した部門別エネルギー効率の水準と変化率を
示したものである。産業部門（製造業）の水準は51.9（GJ／百万円）と，民生部門である家庭部門や
業務部門，運輸部門を大きく上回っており，2009年の時点においてエネルギー効率の水準は高い（エ
ネルギー効率値が小さい）とは言えない。しかし，1990年から2009年の変化率を見ると，製造業は－
27.9％と他の部門の中で唯一負であり，省エネルギーが最も加速している。それに対して，民生部門
や運輸部門はエネルギー効率の変化が正であり，省エネルギーは進んでいない。これらの部門の省エ
ネルギーをいかにして実現させるかということが政策的には問われるところではある（（一財）エネ
ルギー経済研究所計量分析ユニット編 2011）。
　ただし，省エネルギーが進んでいる製造業とはいえ，個別部門の動向を見るとかなり傾向が異なっ
てくる。表2は全国平均で計算した製造業部門別エネルギー効率の水準を1990年から５年単位で示し
たものである。表によると部門間でエネルギー効率の水準がかなり異なることが分かる。特に，化学・
化繊・紙パ部門はもっともエネルギー効率の水準が低く（エネルギー効率値が大きく），1990年から
2009年にかけて，エネルギー効率が悪化している。鉄鋼・非鉄・窯業土石部門もエネルギー効率の水
準は低い（エネルギー効率値は大きい）が，観測期間を通じて若干，エネルギー効率は改善している。
機械部門は最も省エネルギーが進んでいる部門であり，各年において最もエネルギー効率的で，エネ
ルギー効率は観測期間を通じて大きく改善している。つまり，製造業全体のエネルギー効率の改善は
機械部門の影響が大きい一方，今後，省エネルギーをより一層進めるためには，化学・化繊・紙パ部
図３　部門別エネルギー効率の現状
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省），『県民経済計算』（内閣府），『住民基本台帳人口』（総務省）
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門のエネルギー効率をいかに改善するかが重要になってくると判断される。
　図４は，各都道府県における製造業のエネルギー効率の水準（2009年値）を示したものである。エ
ネルギー効率の水準は東京都が3.40（GJ／百万円）と最も高い（エネルギー効率値は小さい）。次い
で京都府（12.64），長崎県（12.66），長野県（12.92），山梨県（14.34）と続いている。東京都をはじ
め，大阪府（30.03）や愛知県（26.29）など大都市地域で全国平均（51.93）を大幅に下回る傾向にあ
る。その一方で，千葉県（169.52）や，岡山県（179.43），山口県（167.40），大分県（266.84）など石
油・化学コンビナートを有する地域はエネルギー非効率であるのが特徴的である。
３．エネルギー効率と生産性
3．１　TFPの計測
　エネルギー効率は全要素生産性（TFP）と密接な関係がある。本節では，この関係をTFPを用いて
詳しく見ていきたい。
　TFPを計測するにあたり，以下のようなコブ・ダグラス型生産関数を仮定する。
　
表２　製造業部門別エネルギー効率の推移（GJ／百万円）
製造業計 化学・化繊・紙パ 鉄鋼・非鉄・窯業土石 機械
1990年 72.0 225.4 188.8 8.6
1995年 64.0 218.3 172.5 7.9
2000年 64.2 242.7 155.6 3.9
2005年 56.5 248.0 155.9 2.7
2009年 51.9 300.1 176.3 3.2
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省），『県民経済計算』（内閣府）
図４　都道府県の製造業のエネルギー効率
（出典）『都道府県別エネルギー消費統計』（経済産業省），『県民経済計算』（内閣府）
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ここで，y は実質総生産，L は労働投入量であり，一人あたり労働時間に就業者数を掛け合わせたも
のである。K は実質資本ストック，λは資本稼働率，αは労働分配率である。総実労働時間や資本稼
働率などの諸変数が適切に計測されていれば，このソロー残差は外生的な全要素生産性（TFP）とみ
なすことが可能である。
不完全競争と規模に関する収穫逓増
　Hall （1990） では，上式で算出されたソロー残差は，不完全競争と規模に関する収穫逓増下におい
ては適切な技術進歩が計測できないことが示された。ここでは，Hallが導出した次式に依拠してこの
影響を検定する。
　
TFPは計測されたソロー残差，A は外生的な生産性指標，αは同じく労働分配率，L は労働投入量，
は稼働率調整後の資本ストック，μは不完全競争・マークアップの程度（μ＞１），γ は収穫逓増
（γ ＞１）あるいは収穫逓減（γ ＜１）を表す。μ＝１およびγ ＝１は完全競争，規模に関する収穫一
定に該当する。
　宮尾（2006）では，
　ⅰ完全競争（μ＝１）を仮定して収穫逓増か逓減か否かを検討する，
　ⅱ収穫一定（γ ＝１）を仮定して不完全競争かどうかを検証する，
という2段階での手続きが採用されている。
　本稿では，これを日本の都道府県のパネル・データで検証する。具体的には，第一段階では次式を
検証する。
　
ここで，a は都道府県の個別効果を，b は時間効果を表す。εは誤差項である。第二段階では次式を
検証する。
　
このように二段階に分けて検証するのは，説明変数である， と の両変数の相関
が高く，推定結果が不正確になる可能性が高いからである。
　推定は各種検定結果に基づき，操作変数を用いた固定効果モデルで行った。表３には推定結果がま
とめられている。γ －１とμ－１の係数はいずれも有意ではなく，帰無仮説を棄却できなかった。こ
れらの結果から，規模に関する収穫一定と完全競争に関する仮定は，都道府県のパネル・データに関
しては整合的であると言える。
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稼働率
　さらに，Hall（1990）によれば，資本と動労の稼働率をTFPの計測で考慮しなければ，TFPは景気と
同調して変動することが指摘されている。そこで，稼働率の問題について検討しておく。生産要素の
稼働率が考慮されず，現実の投入量が例えば過大に推計されていれば，推計されたTFPは過小になる。
　図５左図では，製造業の資本稼働率のデータ（鉱工業稼働率指数）が示されている。循環的な景気
変動と共に，1990年代にわたって稼働率が低迷していることが示されている。また，図５右図では製
造業における労働の稼働率に関するデータが表示されている。ここで労働の稼働率とは，事後的に産
出される現実労働投入量／潜在労働量である３。労働の稼働率に関しても，1990年代において持続的
な低迷傾向が観察され，直感的にも景気変動と整合的な動きが見て取れる。資本稼働率とは若干変動
が異なるものの，いずれにしても景気と同調している傾向は観察され，総じて妥当なデータであると
確認できる。
3．２　TFPとエネルギー効率との関係
クロス・セクション分析
　図６は，先述した式に従って計算した都道府県における製造業のTFPとエネルギー効率（EE）との
３　潜在労働力の計算方法については宮尾（2006）（p.217 脚注４）を参照。
表３　全要素生産性（TFP）の検定結果
γ－１ μ－１
-0.4073 0.8828
 （0.2229） （0.5075）
（注）１．表の値は各係数の推定値，括弧内は標準偏差である。
　 　2．操作変数は説明変数の一期ラグである。
図５　稼働率の推移
（出典）「鉱工業稼働率指数」および筆者計算
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関係をプロットしたものである。2009年値を見ると，TFPは東京都が最も高く，そしてエネルギー効
率的である。それに対して，千葉県や大分県，山口県などは生産性の水準が低く，エネルギー非効率
である。全体として負の相関関係があることが分かる。両者の相関係数は2009年で-0.59であり，有
意水準１％で統計的に有意である。なお，図では1990年の都道府県値もプロットしている。1990年
における相関係数は-0.72と大きく，有意水準１％で統計的に有意である。全体の分布が1990年から
2009年にかけて右下方にシフトしていることがわかる。これは観測期間において，生産性とエネルギー
効率の改善が進んだことを意味している。
　図６の関係について，エネルギー効率を被説明変数として，TFPを説明変数とする回帰式を推定す
ると回帰係数は-1.235で有意水準１％で統計的に有意となる。これは，TFPが2倍になると0.58％だ
けエネルギー効率が改善することを示している４。つまり，エネルギー効率の改善と生産性の上昇に
は密接な関係性があるということを示唆している。
時系列分析
　そこで，時系列方向での両者の対応関係について見てみよう。時系列での動向に着目するにあたり，
製造業における都道府県の平均値を計算した。図７はその動向を示したものである。観測期間である
４　この計算は2β－１で計算される。（詳細はCombes et al. 2008, p.287参照）
図６　製造業のTFPとエネルギー効率との関係
（出典）筆者計算
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1990年から2009年において，TFPは上昇傾向を続けている（図７左図）。一方，エネルギー効率につ
いては，1990年代にゆるやかに低下した後，2002年から2008年にかけて急激に低下しており，観測期
間を通じて低下傾向を続けていることが分かる。つまり，TFPとエネルギー効率は逆の推移をしてい
る。この関係は，両者の関係をプロットしてみるとより明らかとなる（図７右図）。横軸にTFP，縦
軸にエネルギー効率として両者の関係をプロットすると，明確な右下がりの関係がある。つまり，時
系列の推移においてもエネルギー効率とTFPには負の相関があると言える。
　それでは，最後にエネルギー効率とTFPの因果関係について検証してみたい。Otsuka et al. （2014） 
では，生産性の改善がエネルギー効率の改善に寄与することが明らかとなっている。以下では，この
関係が刷新されたデータからも検証できるのかどうかについてグランジャーの因果関係検定を通じて
再確認する。
　因果関係の検定をするにあたって，まずデータの定常性について確認する。表４は，ディッキー・
フラー GLS （Dickey-Fuller GLS：DF-GLS）検定の結果を示したものである。エネルギー効率（EE）
とTFPの両変数に関して全ての次数において，全ての有意水準で単位根が存在するという帰無仮説が
棄却できない。つまり，両変数には単位根が存在するため，データの定常性を確保するためには差分
系列（階差）をとる必要がある。以下では，差分系列に基づいた検定を行う。
　グランジャー検定に際して，2変数の下記のVARモデルを推定する。
　
　
ここで，y はエネルギー効率（EE），x はTFPの各差分系列を示している。u はホワイトノイズである。
ラグの次数選択についてSTATAのコマンドにより検定統計量を計算したところ，４次が選択される結
図７　エネルギー効率とTFPの推移
（出典）筆者計算
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果となった（表５）。
　この４期のラグでVARモデルを推定し，グランジャーの因果関係の検定をした結果が表６である。
この表の数値は，Wald検定の検定結果を示している。検定結果によると，エネルギー効率（EE）へ
のTFPへの影響は有意水準１％で有意であるが，その逆は有意ではない。従って，データからの因果
関係では，「TFP→エネルギー効率」の関係が成立し，先行研究（Otsuka et al. 2014）で得られている
知見が刷新されたデータにおいても成立することが確かめられた。
　以上から，都道府県平均データからはTFPがエネルギー効率を高める要因になっている可能性が高
いと言える。なお，日本の都道府県において，産業集積が製造業の生産性上昇に重要な影響を与える
ことは既に実証されている。たとえば，産業集積が生産性を改善するという点は，Otsuka and Yamano 
（2008） やOtsuka and Goto （2015b） で明らかにされており，また，産業集積が生産効率性を改善するこ
ともOtsuka et al. （2010），Otsuka and Goto （2015a） で明らかにされている。次節以降ではこうした生産
性を改善する産業集積がエネルギー効率の改善に寄与したかどうかの点に着目して，日本の都道府県
における製造業を対象とした実証分析を試みる。
表４　ディッキー・フラーGLS検定
［lags］
DF-GLS tau Test 
Statistic
EE
DF-GLS tau Test 
Statistic
TFP
1％ Critical Value 5％ Critical Value 10％ Critical Value
8 -0.469 -1.496 -3.770 -6.632 -4.903
7 -0.349 -1.275 -3.770 -4.929 -3.642
6 -0.985 -0.734 -3.770 -3.828 -2.861
5 -2.225 -1.218 -3.770 -3.218 -2.467
4 -2.216 -1.775 -3.770 -2.989 -2.368
3 -1.754 -1.830 -3.770 -3.030 -2.474
2 -1.494 -1.697 -3.770 -3.229 -2.692
1 -1.148 -1.956 -3.770 -3.476 -2.932
表５　ラグの次数決定のための検定統計量
lag FPE AIC HQIC SBIC
0 7.9E-06 -6.076 -6.077 -5.981
1 5.3E-06 -6.476 -6.479 -6.192
2 5.8E-06 -6.429 -6.434 -5.957
3 5.6E-06 -6.571 -6.578 -5.910
4 1.8E-06 -7.937 -7.946 -7.087
表６　グランジャー因果関係検定
chi2 Prob > chi2
from TFP to EE 595.66 0
from EE to TFP 3.2337 0.52
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４．エネルギー効率と産業集積に関する実証分析
4．１　エネルギー効率の決定要素
　エネルギー政策分析では，エネルギー効率を表すために使用される典型的な指標として，生産額あ
たり最終エネルギー消費の比率で定義されるエネルギー消費原単位（energy intensity）が用いられる。
これは，G8のエネルギー政策に関する国際エネルギー機関（IEA）のレポートでも用いられている（IEA 
2009）。さらに，エネルギー効率指標を開発したOtsuka and Goto （2015c） による研究においてもenergy 
intensityはエネルギー効率指標の有効性を評価する際の基準とされている。そのため，本研究では，
このIEAの定義に従い，energy intensityをエネルギー効率（ENERGY）の指標として採用する。
　本研究の関心は，このエネルギー効率の決定要因である。まず，本稿では産業集積としてマーシャ
ルが唱えた同業種の産業集積効果に焦点をあて，多業種集積に伴う密度の経済性は考慮しない５。そ
れゆえ，産業集積を表す指標として特化係数（LQ）を採用する。この変数は，集積の経済を分析し
た先行研究であるGlaeser et al. （1992） によって同業種集積を表す変数として用いられている。地域 j 
における産業 i の特化係数は，Y を生産額として，次のように定義される。
　　　
分子は地域 j における産業 i の生産シェアを示している。分母は全国における産業 i の生産シェアを
表している。そのため，この値が１を上回っていれば，その地域は全国と比較して産業 i の生産シェ
アが高いことを意味する。この指標が１を超過すると，その産業は基盤産業として識別され，その産
業が相対的に集中して立地していることを表す。
　さらに，追加の変数として，エネルギー効率の違いを説明するいくつかの社会経済変数を加える６。
以下で説明する社会経済変数の選択は，Metcalf （2008） およびOtsuka et al. （2014） で採用された変数
に基づいている。
　第一に，資本労働比率（KL）を取り入れる。これは，エネルギー効率の違いに対して資本集約度
の違いがどの程度影響するかを考慮するためである。Thompson and Taylor （1995） は，資本とエネル
ギーは短期と長期にわたって代替関係にあることを示している。一方，Antweiler et al. （2001） は資本
と汚染（pollution）は補完関係にあるとしている。
　第二に，資本ストックのビンテージの影響を間接的に考慮する。資本ストックの更新投資の低さは，
当該地域産業のエネルギー効率が低い可能性を示唆している。逆に，資本ストックの更新投資が早い
５　産業集積を表す指標として密度の経済性を主張する研究（Ciccone and Hall 1996）もある。例えば，Otsuka et al. （2014）
では密度の経済性の代理変数としてGlaeser指数が採用される一方，Otsuka and Goto （2015c） では人口密度が採用され，
地域全体のエネルギー効率に対する密度の経済性の影響が明らかにされている。適宜参照されたい。
６　これらの変数以外にも，価格や所得といった経済変数が考慮されるべきである。しかしながら，エネルギー価格は全
国のみしか把握できず，都道府県別で入手することが困難である。また，所得の変数は集積の経済効果によって特化係
数と強く相関する。多重共線性の問題に対処するため，この変数も考慮しなかった。
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地域産業は，よりエネルギー効率的な資本ストックに置き換わる可能性があり，それゆえ，エネルギー
効率は高くなる。このビンテージ効果を計測するため，本稿では，年ごとの資本ストックに対する投
資の割合（IK）を考慮する。
　第三に，生産活動における気候変動の影響を考慮するため，気候データを導入する。具体的には，
冷房度日（COOL）と暖房度日（WARM）を使用する。これらの指標はエネルギー消費量と関係があ
ることが指摘されている。例えば，Metcalf and Hassett （1999） やReiss and White （2008） は家計のエネ
ルギー消費を分析するために，冷房度日や暖房度日を用いている。最後に，これらの変数以外の影響
による時間を通じたエネルギー効率の経年変化を説明するために，タイムトレンド（TREND）を考
慮する。
4．２　データ
　分析対象は，日本の47都道府県における製造業計に加えて，データとして整備・公開されている部
門である化学・化繊・紙パ部門と鉄鋼・非鉄・窯業土石部門，機械部門である。製造業の最終エネル
ギー消費に占める化学・化繊・紙パ部門の割合は45％，次いで，鉄鋼・非鉄・窯業土石部門が32％と
大きく，これらの部門は非常にエネルギー集約的である。その一方，製造業のエネルギー最終消費に
占める機械部門の割合は３％と小さい。分析対象期間は1990年から2009年である。したがって，分析
データは都道府県別年別のパネル・データである。
　本稿で用いる製造業部門別の最終エネルギー消費のデータは，『都道府県別エネルギー消費統計』（経
済産業省）である。エネルギー効率を算出する分母である生産額のデータは，『県民経済計算』（内閣府）
の経済活動別実質生産額である。それ以外の社会経済データは主に，電力中央研究所地域経済データ
ベースのデータを利用している７。冷房度日，暖房度日のデータは全国気象台のデータから推計した
データである。具体的には，冷房度日は平均気温が24度を上回る日の平均気温と22度の差を累計した
値，暖房度日は１年間の中で平均気温が14 度を下回る日の平均気温と14度の差を累計した値である。
データは気象台が設置された都市別に得られるため，都道府県のデータは県庁所在都市のデータであ
る。
　表７は変数の基本統計量を示したものである。エネルギー効率を見ると，製造業全体は全サンプル
平均で61.575（GJ／百万円）である。化学・化繊・紙パ部門は250.929，鉄鋼・非鉄・窯業土石部門
は166.571と製造業全体を大きく上回っており，エネルギー効率は低い。これに対して機械は5.208と
小さく，エネルギー効率は高いという特徴がある。時系列の変化をみると，製造業は1990年から2009
年にかけてエネルギー効率が改善しており，その減少率は-28％である。鉄鋼・非鉄・窯業土石部門
や機械部門といった部門も観測期間においてエネルギー効率が改善している。これとは対照的に，化
学・化繊・紙パ部門はエネルギー効率が大きく悪化しており，エネルギー効率値は2009年では1990年
比で33％程度増加している。
　特化係数は，製造業全体では平均で1.030と１を上回っており，製造業に集中特化している地域が
多いことを示している。さらに，1990年から2009年にかけて特化係数は上昇しており，産業集積が強
７　ここで使用している電力中央研究所地域経済データベースのデータは加工統計である。
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まっていることを示唆している。化学・化繊・紙パ部門，鉄鋼・非鉄・窯業土石部門，機械部門の各
部門においても特化係数は全サンプル平均で１を超過しているとともに，それは経年的に上昇してい
る。つまり，産業集積は観測期間を通じて高まっていることが推察される。
　社会経済変数のうち特徴的なものとして資本労働比率を見ると，製造業全体の資本労働比率の平均
は27.365である。これに対して，化学・化繊・紙パ部門，鉄鋼・非鉄・窯業土石部門の資本労働比率
は，全サンプル平均で62.681および60.419と製造業全体と比較して高く，資本集約的であるといえる。
これに対して，機械部門の資本労働比率は21.090と小さいのが特徴的である。時系列の変化では，全
部門で1990年から2009年にかけて資本集約度が高まっており，生産工程における機械化が進んでいる
表７　基本統計量
ENERGY
（GJ／100万）
LQ
製造業計
化学・化繊・
紙パ
鉄鋼・非鉄・
窯業土石
機械 製造業計
化学・化繊・
紙パ
鉄鋼・非鉄・
窯業土石
機械
1990年
1990年
1990年
1990年
平均
標準偏差
最大
最小
71.995
73.515
373.346
9.951
225.384
297.731
1326.215
2.610
188.794
196.258
781.685
5.194
8.554
9.271
59.745
0.000
0.984
0.361
1.929
0.233
0.987
0.798
4.047
0.055
1.044
0.675
2.679
0.293
0.900
0.570
2.464
0.007
2000年
2000年
2000年
2000年
平均
標準偏差
最大
最小
64.239
63.266
272.602
10.551
242.683
382.522
2089.242
0.000
155.587
173.235
729.857
0.499
3.878
2.685
15.631
0.000
1.041
0.368
1.930
0.272
1.048
0.907
4.891
0.053
1.093
0.674
2.709
0.283
1.026
0.578
2.372
0.018
2009年
2009年
2009年
2009年
平均
標準偏差
最大
最小
51.933
51.865
266.845
3.404
300.124
664.494
3614.416
0.000
176.286
361.697
1060.210
0.000
3.158
2.460
10.918
0.000
1.053
0.368
1.900
0.229
1.095
1.130
5.925
0.071
1.153
0.821
3.694
0.000
1.137
0.620
2.931
0.020
全サンプル
全サンプル
全サンプル
全サンプル
平均
標準偏差
最大
最小
61.575
61.335
373.346
3.404
250.929
547.213
11564.112
0.000
166.571
191.081
1060.210
0.000
5.208
5.342
59.745
0.000
1.030
0.367
1.999
0.219
1.036
0.907
5.925
0.020
1.092
0.708
4.059
0.000
1.020
0.568
2.931
0.005
KL
（百万／人）
IK
COOL
（度日）
WARM
（度日）
製造業計
化学・化繊・
紙パ
鉄鋼・非鉄・
窯業土石
機械 製造業計
化学・化繊・
紙パ
鉄鋼・非鉄・
窯業土石
機械
1990年
1990年
1990年
1990年
平均
標準偏差
最大
最小
16.690
7.119
39.039
7.465
43.249
22.912
97.822
8.024
38.448
25.070
122.349
11.369
12.733
4.471
23.883
2.011
0.112
0.021
0.154
0.066
0.099
0.030
0.214
0.044
0.090
0.026
0.154
0.033
0.159
0.042
0.254
0.042
408
168
922
18
1033
435
2479
2
2000年
2000年
2000年
2000年
平均
標準偏差
最大
最小
27.734
10.106
60.954
12.336
65.136
33.081
148.268
12.494
62.818
38.052
191.233
18.620
21.246
6.068
33.957
5.519
0.069
0.017
0.115
0.045
0.064
0.021
0.134
0.027
0.058
0.040
0.289
0.023
0.100
0.035
0.205
0.049
405
152
918
28
1121
563
3054
1
2009年
2009年
2009年
2009年
平均
標準偏差
最大
最小
40.559
13.146
80.311
16.910
84.285
44.834
213.101
13.548
90.265
45.957
226.683
21.962
31.016
8.788
50.447
6.435
0.059
0.016
0.114
0.035
0.060
0.029
0.180
0.019
0.045
0.024
0.127
0.014
0.085
0.034
0.237
0.010
300
182
1025
3
1051
484
2742
4
全サンプル
全サンプル
全サンプル
全サンプル
平均
標準偏差
最大
最小
27.365
11.968
80.311
7.465
62.681
33.536
213.101
8.024
60.419
37.777
226.683
11.369
21.090
7.926
50.447
1.907
0.075
0.023
0.241
0.030
0.072
0.036
0.370
0.016
0.060
0.030
0.296
0.014
0.107
0.046
0.489
0.010
354
182
1251
0
1080
499
3054
0
－199－
大　塚　章　弘590
可能性が高いことが推察される。最後に，投資資本比率に着目すると，製造業全体では0.075である。
これに対して各部門間ではばらつきが小さい。機械部門の平均は0.107であり，生産設備の更新が進
んでいる可能性がある。
4．3　推定結果と考察
　本節では以上のデータをもとに，エネルギー効率の決定要因に関する実証分析を行う。実証分析で
用いるモデルは次の通りである。
　
主要な変数は対数値を使用している。j は地域（ j＝1, …, J），t は時間（ t＝1, …, T）である。ENERGYは，
エネルギー効率すなわち生産額あたり最終エネルギー消費を示している。LQは特化係数を表す。KL
は資本ストックを就業者数で除した資本労働比率を表す。IKは民間企業設備投資額を資本ストックで
除した投資資本比率である。COOLは冷房度日，WARMは暖房度日を表す。TRENDはタイムトレンド
である。εは誤差項を表す。
　α，βは，推定パラメータである。パネル・データを使用するため，αは個別効果を表す。もし，
集積の経済がエネルギー効率を改善させるならば，β1の符号は負になることが予想される。β2の符
号は，資本とエネルギー消費が代替関係にあるならば負となる一方，資本とエネルギー消費が補完関
係にある場合は正となる。β3の符号は，新規の設備投資がエネルギー効率を高めることが予想され
るため，負になることが予想される。なお，時間と共にエネルギー効率が高まっているならば，タイ
ムトレンドのパラメータであるβ6は負の符号を，逆ならば正の符号をとることが予想される。なお，
推定にあたっては回帰係数を比較するために基準化された変数を用いているこことから，回帰係数値
の比較は可能である。
　表８は推定結果を表したものである。最初に，個別効果が存在するかどうかを確認するためF検定
を行った結果，観測対象としたすべての部門において個別効果が存在しないという帰無仮説は有意水
準１％で棄却された。それに加えて，観察された個別効果が変量効果であることを帰無仮説とする
Hausman検定を行った結果，すべての部門において個別効果が変量効果であるという帰無仮説は有意
水準１％で棄却されるという結果を得た。したがって，表に示している推定結果は，固定効果モデル
の推定結果を表している。なお，個別効果だけでなく，年別効果を考慮したモデルについても推定を
行ったが，推定の結果，推定された年別効果を表すパラメータがトレンドを持っていることが確認さ
れたため，年別効果についてはタイムトレンド変数で対応可能であると判断した。
　最初に，製造業全体から考察する。説明変数および被説明変数はともに対数値であるため，パラメー
タであるβ1－β3は弾性値を表している。そのため，パラメータ（弾性値）の推定値が大きいほど，
当該説明変数の被説明変数に対する影響が大きいと判断される。これによると，特化係数の影響が他
の変数の影響を上回っている。具体的には，特化係数のパラメータは-0.4865であり，これは特化係
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数が１％増加するとエネルギー効率は-0.4865％低下することを意味する。製造業全体では，産業集
積がエネルギー効率をより強く説明することを示している。資本労働比率については正の符号となっ
ていることから，これは，資本とエネルギー消費が補完関係にあることを示している。投資資本比率
の符号は負であり，予想通りの結果となっている。なお，タイムトレンドの符号は負である。しかし，
パラメータの推定値は小さく，その影響はそれほど大きいものではない。
　次に，化学・化繊・紙パ部門の推定結果を見る。この部門では，統計的に有意である変数が少なく，
特化係数と資本労働比率，タイムトレンドが有意であった。特化係数の符号は予想通り負である。製
造業全体と比較するとパラメータは若干小さいものの，産業集積がエネルギー効率に及ぼす影響が観
察される。鉄鋼・非鉄・窯業土石部門に関しても，特化係数が負であり，統計的に有意である。この
部門もパラメータの値が大きく，産業集積がエネルギー効率に影響を与えていることが特徴的である。
このほか，資本労働比率も負の符号で特化係数の値を上回っているのが特徴的である。つまり，この
部門では，産業集積よりもむしろ資本労働比率による影響のほうがエネルギー効率をより強く説明す
る。製造業全体の結果とは異なり，資本とエネルギー消費が代替関係にあることから，資本集約度が
高まれば高まるほど，エネルギー効率が改善することを示唆している。タイムトレンド項のパラメー
タは正で，これも製造業全体とは異なる結果であった。しかしながら，その影響は大きくない。最後に，
機械部門の結果を見ると，特化係数の符号が負で統計的に有意である。これは，産業集積が高いエネ
ルギー効率を実現することを示している。しかしながら，パラメータの大きさは他の部門と比べて小
さい。暖房度日の符号が正で統計的に有意であり，パラメータは比較的大きかったことから，気温の
表８　推定結果
製造業計
化学・化繊・
紙パ
鉄鋼・非鉄・
窯業土石
機械
ln（LQ） β1 -0.4865 *** -0.4267 *** -0.4250 *** -0.1668 ***
（0.0255） （0.0617） （0.0594） （0.0476）
ln（KL） β2 0.3655 *** 0.1600 * -0.8768 *** 0.0430 
（0.0329） （0.0976） （0.0933） （0.0476）
ln（IK） β3 -0.0384 *** -0.0096 0.0295 -0.0186 
（0.0055） （0.0170） （0.0194） （0.0129）
COOL β4 0.0371 *** -0.0083 -0.0867 ** -0.0529 **
（0.0106） （0.0390） （0.0413） （0.0268）
WARM β5 -0.0317 0.0063 0.1255 0.0848 
（0.0232） （0.0833） （0.0885） （0.0581）
TREND β6 -0.0589 *** -0.0334 *** 0.0474 *** -0.0384 ***
（0.0035） （0.0055） （0.0075） （0.0046）
F検定 296.1500 *** 35.9020 *** 40.1790 *** 62.9000 ***
Hausman 検定 78.5920 *** 34.1060 *** 139.4400 *** 82.9730 ***
自由度修正済
決定係数
0.9832 0.7739 0.7474 0.8935 
（注）１．***：有意水準１％で有意，**：有意水準５％で有意，*：有意水準10％で有意。
　 　2．（括弧）内の数値は標準偏差である。
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影響を受けやすいと言える。タイムトレンドの符号も負ではあったが小さいことが明らかとなった。
　産業集積に関する弾力性を部門別で評価すると，化学・化繊・紙パ部門と鉄鋼・非鉄・窯業土石部
門が同程度に高く，機械部門と続いている。つまり，部門間比較では，化学・化繊・紙パ部門と鉄鋼・
非鉄・窯業土石部門において産業集積効果が高いと言える。この背景には，この部門では近接工場間
の廃熱の総合利用（ピンチテクノロジー）が進んでいることや資金面での連携が進んでいることがあ
ることが推察される（省エネルギー便覧 2010）。結果として，製造業の個別部門では全ての部門で産
業集積効果が検出され，その影響は比較的大きいことが明らかとなった。したがって，製造業の個別
部門では，産業集積を高めることがエネルギー効率を改善する一因になると判断される。
　さて，この分析において重要なのは，産業集積が最終的にエネルギー効率の改善にどの程度寄与し
たかどうかである。表９は，エネルギー効率を説明する個別要因がエネルギー効率に与えた影響を計
測するため，推定された推定式をもとに各変数のエネルギー効率の変化に対する寄与度（年平均，％）
を計算したものである。全国平均で計算すると，製造業全体では特化係数の寄与度が-0.485％であり，
エネルギー効率の低下に対して2割程度の影響を及ぼしており，特化係数の変化の影響は相対的に大
きい。他の部門をみると，化学・化繊・紙パ部門における特化係数の寄与度は-0.076％と全体の0.3割
程度の大きさでしかない。これに対して，鉄鋼・非鉄・窯業土石部門の特化係数の寄与度は-0.369％
で全体の2割程度，機械部門における特化係数の寄与度は-0.322％と，こちらも全体の１割程度の大
きさとなっていることから，産業集積はエネルギー効率の改善に一定の貢献をしたと判断される。産
業集積の変数に加えて，エネルギー効率の改善に大きく寄与している項目は，トレンド変数の影響が
全部門で極めて大きいことが分かる。寄与度の多くがトレンドで説明されることから，この要素をさ
らに特定化していくことが今後の課題として残されている。
　表10は，各地域における産業集積のエネルギー効率の改善に対する寄与度を示したものである。製
造業全体では九州地域が-1.556％と最も高く，東北地域でも-1.208％と高くなっている。中国地域と
いった製造業が集中する地域でも値が高い。その一方で，首都圏や関西地域といった中部地域を除く
大都市を有する地域では，産業集積の寄与度が正であり，エネルギー効率を悪化させている。これら
の地域では観測期間において経済活動における製造業のシェアが低下したことが影響している。この
ように，地方では製造業の立地が進んだ結果，産業集積がエネルギー効率を改善させる役割を果たし
表９　エネルギー効率の変化の要因分解（1990−2009年，年平均：％）
エネルギー効率（原単位）の変化率
Δln （ENERGY）＝a + b + c + d + e + f + g
産業集積
要因
a
資本労働
比率要因
b
ビンテージ
要因
c
冷房要因
d
暖房要因
e
トレンド
要因
f
その他
要因
g
製造業計 -2.039 -0.485 4.109 0.451 -0.116 -0.006 -5.888 -0.104
化学・化繊・紙パ -2.190 -0.076 0.923 0.067 0.026 0.001 -3.341 0.211
鉄鋼・非鉄・窯業土石 -1.587 -0.369 -6.845 -0.266 0.272 0.024 4.741 0.857
機械 -2.443 -0.322 0.468 0.158 0.166 0.015 -3.844 0.915
（注）表の要因分解結果は全国平均値を表す。
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たと推察される。
　個別部門を見ると，化学・化繊・紙パ部門における特化係数の寄与度が小さく，製造業全体を下
回っている。つまり，これらの産業では集積を促すことがエネルギー効率の改善に貢献するが，改善
の程度は小さい。この部門でエネルギー効率を大きく改善した地域は北陸地域であり，その大きさは
-0.978％に及ぶ。逆に北海道や中国地域，九州地域では寄与度が正であり，エネルギー効率が大きく
悪化させる原因となった。鉄鋼・非鉄・窯業土石部門は，製造業全体と同様に地方で産業集積の影響
が強く，特に鉄鋼業が集積する東北地域で大きな値となっている。最後に，機械部門をみると，他の
部門に比べて寄与度が大きい。九州地域が-0.887％と高く，これは観測期間において，自動車産業の
立地が進んだことが産業集積の寄与度を大きくさせているものと推察される。これ以外の地域では首
都圏と関西地域を除く全ての地域で高くなっている。これらの地域では，機械系部門の生産集中が進
んだことがエネルギー効率を改善させた可能性が高いことが推察される。
５．結論と政策的示唆
　環境制約が強まる中，地域経済成長をどのように実現していくかが日本の地域経済政策において重
要な課題になっている。本稿は，製造業におけるエネルギー効率の改善が生産性の上昇と両立するの
表10　産業集積効果の地域別寄与度（1990−2009年，年平均：％）
製造業計 化学・化繊・紙パ 鉄鋼・非鉄・窯業土石 機械
北海道 -0.522  1.369 -1.453 -0.905
東　北 -1.208 -0.483 -1.603 -0.415
北関東 -0.235 -0.721 -0.180 -0.019
首都圏  0.992  0.026  0.073  0.410
中　部 -0.613 -0.119  0.292 -0.245
北　陸  0.078 -0.978 -0.918 -0.497
関　西  0.314 -0.090  0.023  0.119
中　国 -0.477  1.120  0.639 -0.400
四　国 -0.682 -0.771 -0.606 -0.381
九　州 -1.556  0.484 -0.311 -0.887
沖　縄  0.119 -0.629 -1.318 -1.142
（注）地域区分は以下の通りである。
　 　北海道：北海道
　 　東　北：青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新潟
　 　北関東：茨城，栃木，群馬，山梨
　 　首都圏：埼玉，千葉，東京，神奈川
　 　中　部：長野，岐阜，静岡，愛知，三重
　 　北　陸：富山，石川，福井
　 　関　西：滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
　 　中　国：鳥取，島根，岡山，広島，山口
　 　四　国：徳島，香川，愛媛，高知
　 　九　州：福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島
　 　沖　縄：沖縄
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か，また，エネルギー効率に対してどのような社会経済要因が影響を与えているかについて特に産業
集積の影響を中心に実証分析したものである。
　製造業は，グローバル競争に直面する中，省エネルギー技術の開発を通じてエネルギー効率の改善
を進めている。その結果，最終エネルギー消費に占める製造業の割合は低下を続けている。しかしな
がら，その割合はいまだに50％を超過しており他部門と比較すると大きい。特に，エネルギー集約的
な部門である化学・化繊・紙パ部門は，エネルギー効率の改善が十分に進んでいないことが明らかと
なった。米国における多くの研究では人口や企業が集積する地域ほど，家庭や自動車から排出される
エネルギー消費量は小さいことが示されている。しかし，産業部門（製造業）を対象とした先行研究
はほとんど見当たらない。日本の製造業は，エネルギー政策の見直しによって，短期的にも中長期的
にも生産過程における省エネルギーの実現がより一層求められるようになってきている。
　本研究の分析結果から，生産性の向上がエネルギー効率の改善をもたらすことが明らかとなった。
つまり，生産性の向上とエネルギー効率の改善は両立する。それと同時に，産業集積に伴う集積の経
済がエネルギー効率を改善させることも明らかとなった。弾力性の大きさからは，産業集積が高いエ
ネルギー効率を実現すると判断される。この傾向は化学・化繊・紙パ部門や鉄鋼・非鉄・窯業土石部
門で観察される一方，機械部門ではそれほど強くなかった。この背景には，先述したように産業にお
ける廃熱利用技術の違いがあることが推察される。
　産業集積のエネルギー効率に対する影響度を計測するため，観測期間におけるエネルギー効率の変
化に対する産業集積の寄与度を計算した結果，産業集積の影響が顕在化していることが明らかとなっ
た。ただし，地域間ではその傾向は大きく異なる。具体的には，地方では産業集積の寄与が大きい一
方，首都圏や関西地域といった中部地域を除く大都市地域では小さい。それゆえ，地方のエネルギー
効率を高めるには産業集積が有効であると判断される。
　同業種集積によって成立する産業集積は，一般に中規模の都市地域であることが多い。なぜならば，
同業種集積の経済効果だけ享受するには，都市規模の増大に伴う集積の不経済，つまり混雑や地価高
騰を回避するため，特定の産業だけに特化することにより，都市規模を小さくすることが望ましいか
らである（McCann 2001）。これに対して異業種集積の経済効果を享受するには，同業種集積と比較
して大規模な都市地域のほうが有利であると言われる。同業種集積に着目した今回の分析結果は，製
造業においては中規模な都市地域を多く形成することが製造業のエネルギー効率が高くなる可能性を
示唆しており，この傾向をより細かいデータを用いて探っていくことが今後の課題である。
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The Empirical Analysis of Energy Efficiency in Japanese 
Manufacturing Industries: 
The Impact of Industrial Agglomeration on Energy Efficiency
Akihiro Otsuka
Abstract
　In a Japanese economy that must contend with environmental restrictions, both the control of greenhouse 
gas emissions by improving energy efficiency and the boosting of national and regional economic growth 
are important issues of policy. To this end, this study targeted the industrial sectors of 47 prefectures and 
investigated the current energy consumption levels for the manufacturing industry in order to analyze the factors 
contributing to improvements in regional energy efﬁciency in the manufacturing industry, which is responsible 
for most of the industrial energy consumed. An empirical analysis was conducted using econometric methods to 
determine whether an improvement in energy efﬁciency is compatible with an improvement in productivity and/
or whether industrial agglomeration, in which productivity improvement is the driving force, contributes to an 
improvement in energy efﬁciency.
　The results of the analysis are as follows. ⑴ There is a clear correlation between productivity and energy 
efﬁciency. A deeper analysis of this correlation reveals that while productivity improvement inﬂuences energy 
efficiency, an improvement in energy efficiency does not influence productivity improvement. ⑵ Industrial 
agglomeration influences improvements in energy efficiency. Industrial agglomeration has improved energy 
efﬁciency from the formation of industry agglomeration in rural regions. In contract, in the Tokyo metropolitan 
area and Kansai region, the decline in industrial agglomeration has worsened energy efficiency. This result 
suggests that in order to improve our manufacturing energy efﬁciency, it is necessary to agglomerate the same 
type of industries in rural regions.
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